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1. はじめに 

地震時における砂地盤の液状化（以下では単に液状化

と称する）の予測については、後述する FL値、すなわち

FL(液状化対象層の液状化抵抗率あるいは液状化安全率)

が 1.0以上であれば、その層の液状化の可能性が低く、

1.0 以下であればその可能性が高いと、簡易的に判定す

る場合がある 1）。さらに、西村らは、地盤液状化指数 PL
の算定を同様の考え方で行って、地盤全体の液状化に対

する信頼性解析を行っている 2)。 

しかし、安田らの調査によれば、地盤や地震動の情報

における種々の不確実性を考慮すれば当然と言えば当然

ながら、FLが 1.0 以上で液状化したり、1.0 以下でも液

状化を起こさない場合が多々あるようである 1)。 

一方、近年、地震時における地盤の被害想定において

リスクマップは極一般になり、今後は、リスクカーブに

よる被害の確率表現が重要になるものと思われる。 

そのような状況に鑑み、本研究では、参考文献1)で公

表されている調査報告を統計的に処理し、1960年台以降、

世界的に研究が行われ、最近では、港湾構造物の設計基

準 3）の理論的ベースとなった信頼性理論によって、FL

値による砂質土層の液状化に対する信頼性評価を行う手

法に対する基礎的研究を行った。 

ただし、ここまでは砂質土層の一部の液状化に対する

信頼性評価に止まっており、土層全体に対する液状化の

判定に使用される PL 値による土層全体の信頼性評価法

については今後の課題としている。 

２.FL値（FL）の概要と液状化の判定 

 詳細については省略するが、わが国の道路橋示方４）で

は、地震動による砂質土層の一部の液状化に対する判定

に式(1)で示されるFLを用いる方法が示されている。 

FL = R / L            (1) 

式中、R：動的せん断強度比（N値、細粒分含有率、

地震動タイプなどを含む計算式で計算）、L：地震時せん

断応力比（地表震度、有効上載圧などを含む計算式で計

算）である。 

 この方法では、FL≦1.0 なら、土層の注目している部

分の液状化の可能性が高く、逆に 1.0＜FLなら、その可

能性が低いものと判定される。 

３.信頼性評価法 

 構造信頼性理論(Structural Reliability Theory)では、

構造物等のある破壊モードにおける荷重効果（断面力や

応力度など）を確率変数Ｓ、荷重効果に対応する抵抗力

（断面の抵抗モーメントや材料強度など）を確率変数Ｒ

で表し、性能関数Ｚを式(2)等で定義する。 

    または     (2) 

ここで、ＲとＳが 、 で与えられる

正規確率変数であると仮定すれば、性能関数Z も正規確

率変数となり、ＲとＳが互いに独立な確率変数であれば、

その平均値μＺと標準偏差σＺは、それぞれμＲ－μＳと 

（σR2+σS2）1/2である。 

このとき、２次モーメント法による信頼性指標βは、

式(3)で、そして、破壊確率Pfは式(4)で与えられる。 

           (3) 

   (4) 

式中、Φ(･)は標準正規確率分布関数である。 

   また、式(3)と式(4)から式(5)が導かれる。 

           (5) 

４．公表データ 

 さて、図１(a)は、安田らが新潟地震（1964年）、宮城

県沖地震（1978年）、日本海中部地震（1983年）の際に

液状化した箇所（白丸）と液状化しなかった箇所（黒丸）

のボーリングデータを集め、道路橋示方書の方法によっ

てFLを計算した結果である 1）。 

また、図１(b)は、著者のひとりが図１(a)に、深さに

ついては１ｍ単位、FLについては 0.1単位でメッシュを

付け加えたものである。これにより、精度的にはやや粗

いデータではあるが、液状化した323箇所と液状化しな

かった811箇所のFLを得ることができた。 

５．解析結果 

まず表１は、FLが1.0以下あるいは1.0以上で液状化

した箇所の総数と液状化しなかった箇所の総数をまとめ

たものである。 

また、図２(a)、(b)は、FLに対する液状化箇所と非液

状化箇所のヒストグラムである。 

さて、表１を用いて、FL が1.0以下でも液状化してい

ない箇所数をFL が1.0以下の箇所の総数で除すれば、 
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図１液状化した箇所としなかった箇所のFL分布 

 

表１ 液状化した箇所およびしなかった箇所の総数 

 

 FL≦1.0   1.0＜FL 合 計 

液状化 287 36 323 

非液状化 321 490 811 

合 計 608 526 1134 
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 図２ 液状化および非液状化箇所のヒストグラム 

 

321／608 = 0.528 となる。すなわち、FL値が1.0以下

でも液状化していない箇所が半数以上あることが分かる。 

このことより、砂質土層の液状化に対する性能関数Ｚ

を、式(2)に従って、 

     (6) 

と定義することはできないと考えるのが妥当であろう。 

その上で、本研究では、性能関数をどのように考えれ

ば表1に示す結果を適切に説明でき、砂質土層の耐液状

化信頼性指標を計算できるか検討してみた。 

具体的には、性能関数Zを次式によって定義してみた。 

        (7) 

式中のαは、着目箇所の液状化判定を行うために導入

した変数で、平均値がμαで変動係数がVαの正規分布に

従う確率変数である。 

ここで、図2(b)からも分かるように、やや無理はある

が、今回は FLが正規分布に従うものと仮定し、表 1 と

式(5)により、次の計算によって、調査された箇所の液状

化確率 Pf と液状化に対する信頼性指標βを計算した。

  ⇒   

 そして、式(8)で定義できる信頼性指標のβを0.568と

し、さらに、FL値の平均値、標準偏差を今回のデータよ

りそれぞれμFL＝1.046、σFL= 0.4506とし、同じく今回

のデータを参考にしてαの変動係数を 0.4 と仮定すれば、

式(8)よりμα＝0.7398が得られる。 

         (8) 

現時点では一つの可能性を示した過ぎないが、μαを

0.7～0.75程度、σαを0.3程度とすれば、安田らによる

調査箇所の液状化に対する性能関数を表現できると考え

ることができる。 

６．おわりに 

 今回の基礎的研究により、公表されている新潟地震、

宮城県沖地震、日本海中部地震の液状化被害データから、

砂質土層の液状化に対する性能関数を、道路橋示方書で

与えられている FL によって表現するためのひとつの見

通しを得ることができた。 

しかし、FLの確率分布を正規分布とみなしている点か 

ら、式(7)に含まれる確率変数αに対する平均値や標準偏

差の値についてはなお問題を残したことに加え、前述の

ように、PLによる砂質土層全体の液状化に対する性能関

数についてはこれからの課題である。 
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